
－44－ 
 

厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

平成 29年度 分担研究報告書 

 

愛媛県における肝炎ウイルス検査の現状把握と 

陽性者の追跡調査・両立支援モデルの実践 

 

研究分担者：日浅 陽一  愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 

 

研究要旨：愛媛大学附属病院肝疾患診療相談センターで実施している肝疾患就労・両立支

援の実施状況を解析し、現状と問題点を把握することを目的とした。就労相談の利用者の

基礎疾患は最近では C 型肝炎が相対的に減少し、非アルコール性脂肪肝炎など種々の肝疾

患患者が含まれていた。利用者の雇用形態は自営業・正規雇用・非正規雇用・無職いずれ

も含まれていた。相談内容は雇用形態により異なるが、一律に病名告知の問題を抱えてい

た。定期的な入院を繰り返すことから相談件数もコンスタントにあり、両立支援のニーズ

はある。今後両立支援を効果的に、かつ実際的に行うためには、当院のみならず労働局お

よび複数の医療機関とも情報交換し、社会保険労務士の支援あるいは両立支援コーディネ

ーターの育成が課題である。それら体制の整備とともに、企業との円滑な連携の構築が、

本支援事業を進める上できわめて重要であると考えられる。 

 

研究協力者： 

渡辺 崇夫  愛媛大学 助教 

 

A. 研究目的 

 本邦では少子化などに伴う就労人口が低

下しており、将来への展望としていかに限

られた労働力を有効に利用して社会生産効

率に結びつけることができるかということ

が課題となっている。それは社会に大きく

関わる医療も例外ではなく、むしろ今後そ

の状況に医療機関は積極的に関わり、協力

していくことを求められるようになってき

ている。最近、いろいろなところで耳にす

るようになった「一億総活躍社会」がそれ

であり、その実現のために国は経済の活性

化と福祉の充実させることを促す政策を展

開している。就労および仕事の継続を阻害 

 

する要因は何か。国はその要因として、子

育て、介護、治療を認識している。その中

で治療について、病気を治療しつつ就労を

継続できる社会の体制作りが必要であり、

そのための支援として注目されているのが

就労(両立)支援である。両立支援を大学病

院が医療機関としても積極的に支援する体

制を作り、その範を示すことは、地域社会

における同支援の重要性を認知していただ

くきっかけとなり、また効果的な支援の結

果として患者の生活の質の向上に貢献する

とともに、患者の経済的独立を促し、ひい

ては医療福祉の公的財源負担の軽減につな

がる。愛媛大学医学部附属病院肝疾患診療

相談センターでは愛媛県社会保険労務士会

の協力を得て、平成 26 年 10 月 15 日より、

既に肝疾患に特化した就労相談窓口を開設
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している。 

 また現状として、愛媛県は肝炎ウイルス

検査の受検率が全国平均を大きく下回って

いる。労働人口比率 60％ほどのうち、雇用

者は 80％程度を占めており、肝炎ウイルス

検査受検率の向上のためにも職域へのアプ

ローチは非常に重要である。本研究では、

当センターにおける肝疾患就労支援の取り

組みと、問題点について検討し、さらに愛

媛県における職域をターゲットとしたアプ

ローチについても検討した。 

 

B. 研究方法 

 ①当センターにおける肝疾患就労支援の

実施状況について現状を解析し、今年度の

進捗と今後の問題点について検討した。②

当センターにおける職域をターゲットとし

た受検勧奨の取り組みについて検討した。 

 

C. 研究成果 

 ①肝疾患就労支援 

当センターでは内科外来の診察室にて、週

１回、9 時～15 時まで愛媛県社会保険労務

士会の協力により社会保険労務士 5 名が交

代で無料相談に対応している。一回の相談

時間は 60 分で相談料は無料で行っている。

当センターでの相談人数は、平成 26 年 10

月の開設から平成 30年 2月までで延べ 181

人であった。性差は特になく、男性・女性、

ほぼ 50％であった。年齢も、就労年齢より

も高齢な 60 代、中には 70 代の患者も相当

数みられた。図 1 に期間毎の相談件数の推

移を示す。最近は外来での相談件数が相対

的に減り、入院患者の相談が増加している。 

 

図 2 に相談患者の基礎疾患を示す。平成

28 年 5 月までとそれ以降に分けると、C 型

肝炎の患者比率が 66％から 16％まで減少

していることがわかる。その他の内訳とし

て、生活習慣病としての非アルコール性脂

肪肝炎が増加し、入院中の患者が多く含ま

れるため、ウイルス性肝炎以外の自己免疫

性肝炎、原発性胆汁性胆管炎などのさまざ

まな肝臓の慢性疾患が増加している。 

 

 

図 3 に相談患者の就業形態の割合を示す。

本来、両立支援は、就業者が仕事を辞めず

に治療と両立するための支援であることか

ら、正規雇用者、非正規雇用者が相談の対

象であるが、現状では自営業・正規雇用・

非正規雇用・無職のいずれの就業形態でも

利用があった。 
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 相談内容は、正規雇用は比較的満足でき

るサポートを受けていることが多い傾向が

あるが、一方で、非正規雇用、無職では病

気を抱えていることの不安、経済的な心配

が多くみられた。特に、ウイルス性肝炎特

有の悩みとして、職場への病名告知をどう

するかについて悩みが伺えた。病名告知に

より就業継続が困難になるのではないか、

就職に影響するのではないかとの不安を抱

えている現状がある。これらの患者さんに、

病名告知して得られる経済的サポートがあ

ることなどを社会保険労務士から説明して

もらうことで、正しい形での療養と就業の

両立が得られると考えられる。 

 今後両立支援を効果的に、かつ実際的に

行うためには、当院のみならず労働局およ

び複数の医療機関とも情報交換し、全県下

における支援事業の啓発と、それを受ける

雰囲気作りが欠かせない。愛媛大学医学部

附属病院肝疾患診療相談センターでは、今

年度より厚生労働省愛媛労働局と連携して、

「両立支援推進チーム」を立ち上げた。12

月 3 日に、愛媛県医師会館にて、愛媛労働

局の他、愛媛労災病院、四国がんセンター

などとともに両立支援の講演会を開催した

(図 4)。 

 

図 4. 愛媛労働局とのコラボによる講演会 

 

今後、同推進チームが原動力となり、全県

下における支援のムード作りをしていく予

定である。また、様々な施設で両立支援を

遂行するためにも、両立支援コーディネー

ターの育成が課題である。社会保険労務士

あるいは両立支援コーディネーターの配置

および、相談室の設立、これら体制の整備

とともに、治療に対する病院と企業との円

滑な連携の構築が、本支援事業を進める上

できわめて重要であると考えられる。 

 

②職域をターゲットとした取り組み 

当センターでは全国健康保険協会 (協会

けんぽ)愛媛県支部とタイアップして啓発

活動を行っている。愛媛県内に協会健保加

入事業所が 2 万 3,000 ほどあるが、約 1 万

部配る広報誌において、肝炎検査について

の啓発のページを掲載していただいている。

また両立支援を愛媛大学医学部附属病院で
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していることについても広報していただい

ている。昨年度と今年度に 15秒ほどの肝炎

啓発の CM を作成し愛媛県の地方局のテレ

ビで放映した。平成 27 年 2 月には愛媛県と

の間で、「健康づくりの推進に向けた包括的

連携に関する協定」を締結し、県民健康づ

くり計画等に掲げる健康づくりの推進に向

けた取組を通じて、県民の健康的な生活の

実現を目指した取り組みを始めている。そ

の一つとして肝炎ウイルス感染者の早期発

見および重症化予防を挙げ、今年度の取り

組みとして全国総合保健協会愛媛支部が被

扶養者に対して実施する特定健診検査会場

において出張肝炎ウイルス検査を実施した

り、健康保険委員の研修会で肝炎の県内に

おける状況と肝炎ウイルス検査の啓発を研

修するなどに取り組んだ。職域での肝炎ウ

イルス検査についてはその必要性を愛媛県、

肝疾患診療相談センターとともに事業主に

訴え、オプションとして健診項目に入れて

もらうように、努力している。また特に今

年度は愛媛県が啓発重点県に指定され、厚

生労働省が推進している「知って肝炎」プ

ロジェクトが県内で重点的に開催され、啓

発の機会をいただいた。 

 

D. 考察 

愛媛大学医学部附属病院肝疾患診療相談

センターにおいて、就労・両立支援の取り

組みを継続しており、利用者は自営業・正

規雇用・非正規雇用・無職すべての就業形

態が含まれていた。これは、様々な就業形

態の患者さんに、医師から無作為かつ積極

的に両立支援の機会を紹介していることに

もよると考えられるが、無職、自営業の患

者においても、就労に関する悩みを抱えて

いることを反映していると思われる。無職

では、非正規雇用と同様に、病名の告知に

関して深刻に悩まれ、告知に伴い就労が困

難になることを心配している。また、体調

の不安と社会保障制度などの知識不足から、

就労を躊躇している事例もみられた。一方、

自営業の患者は、自身の相談ではなく、管

理者として自分の健康により事業を継続で

きない場合の従業員に関する悩みを抱えて

いる場合もあった。全ての就業形態におい

て、両立支援のニーズが存在していること

が明らかとなり、医師は、慢性肝疾患など

の患者に雇用形態にかかわらず仕事と治療

の両立が可能な状況かについて問い、患者

のニーズをアセスメントして、必要な患者

に両立支援の必要性を鑑みる必要がある。

しかし一方で、両立支援についての認知度

は低く、特に医療職において支援のイメー

ジが浸透していないのが現状と思われる。

就労支援の目的、意義については両立支援

コーディネーターの育成がカギになると考

えられ、医療職のコーディネータを育成す

ることは、同時に職員への啓発という側面

もある。今後、実際の運用方法について参

考となる様々な成功体験を共有し、行政で

ある労働局を巻き込んだ、地域の医療機関

との連携を行い、そのシステムやイメージ

の医療機関と患者への浸透が、円滑な支援

のために必要と思われる。 

 

E. 結論 

 慢性疾患の多い肝疾患は、肝がんを含め

て就労・両立支援のニーズは高い。そのニ

ーズは全ての就業形態にみられる。また、

肝疾患特有の傾向として、職場および就職

における病名告知に伴う偏見への対応など
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特殊な事情がある。社会保険労務士による

専門的な指導を生かすためにも、医療者と

円滑な連携が必要であり、そのためにも両

立支援コーディネーターの積極的な育成が

望まれる。本事業の円滑な遂行のためには、

行政、関連する地域の病院を巻き込んだ組

織作りと支援事業の病院、企業、患者への

啓発が、きわめて重要と思われる。 
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